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経済学研究 44-3
北海道大学 1994.12

<研究ノート>

経営情報化に関する大学における研究法のー提案*

関口恭 毅

しはじめに も重要なことを指摘する。

マイクロプロセッサの発明に端を発する超小

型コンピュータとLANに代表されるネットワ

ーク技術の発展・普及は， ENIACiこ始まるとさ

れる大型汎用コンビュータによる情報処理とは

本質的に異なる影響を企業経営に及ぼしつつあ

る。それがどのようなものかについて様々に議

論されており，著者も若干の検討をした[日。現状

ではそうした新しい世代の情報技術の影響が具

体的にどの様なものであるかは必ずしも明確で

はないが，影響が大きいであろうことだけは認

識されているように思われる。アメリカ合衆国

の情報ハイウェイ構想、やビジネスプロセスのリ

エンジニアリング[11]に対する急速な関心の高

まりなどは，そのことを良く示している。

新世代の情報技術と新世代の社会基盤によっ

て何が可能とされ，それがどのような影響を企

業ならびに社会に及ぼすかについては，そうし

た技術の開発に対して利用者(非技術的立場の

人々)が何を要求ないし期待するかが，きわめて

大きな要因として左右するであろうと著者は考

えている。そこで本稿では，重要な情報技術の

開発にあったって，開発の結果実現しようとし

た人文社会的な目標が大きな促進要因として働

いたと考えられる数個の事例をあげることによ

って，社会科学的視点から情報技術に対して注

文を付けることが独創的な技術の発展にとって

* )本稿の一部は情報処理北海道シンポジウム'92特別

講演「情報システムの内と外」として発表された。

しかし，そのためには新世代の技術が本質的

に何を可能にするのかに関する深い理解が必要

とされるであろう。そのような理解を得るには，

最新の情報技術を体験し，その中から思考する

ことが有力な方法と考えられる。近年着々と整

備されつつある学術情報システムはそのための

フィールドとしてきわめて有望であると考える。

この点を引き続く章で検討する。

2.重要な情報技術が他の研究から派生した

事例

ここでは，情報技術の重要分野の中には，そ

の情報技術とは別の主題を追求する研究を遂行

する上で必要なことから開発され，それが発展・

洗練されて一人立ちしたものが少なくないこと

を，例を挙げて説明する。

(1)助言システム研究上の必要から開発され

たTSSとLISP

TSSは時分割処理と訳される良く知られた

技術で，-多くの計算機利用者が通信回線に接続

された複数の端末装置を利用して，同時に中央

の計算機を対話形式で利用するデータの処理形

態をいう」と定義されている[幻。この定義からも

分かるようにTSSはオンライン実時間処理と

同様に，汎用大型のセンターマシンを共同利用

するための技術として位置づけるのが一般的で

ある。そのためこれを汎用大型コンビュータ分

野の技術として開発された，と私は長い間信じ
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込んでいた。実際，北海道大学がTSSを最初に

導入するのは1974年11月に稼働開始した大型計

算機センターのFACOM230一75の時である(文

献3，p. 90)。

このTSSがJohn McCauthyの提唱によるも

のだという(文献4，p.136)ことはあまり知られ

ていないと思われる。このJohn McCauthyと

いう人は，人工知能(artificialintelligence)と

いう言葉の発案者であり，また，論理プログラ

ミング言語LISPの開発者でもある。

さて， TSSを開発したのは汎用大型システム

を商用に利用するために必要だったからではな

い。 McCauthyは彼の人工知能研究のテーマで

ある「助言システム (advicetaker) J を実現す

るのにTSSが必要だったのである。 McCauthy

はTSS技術を開発した理由を「僕はLISPを対話

的に仕事をするのが丁度良いように設計したん

です。」と述べている(文献5，p.250)。従って，

パメラ・マコーダックのインタビューに答えて，

i(TSSの)インプリメントの詳細については

他人に引渡し，元に戻ってLISPやタイム・シェ

アリングの考えを起こさせたもの，常識をもっ

たプログラム，助言システムについて考えた。」

(同，p.250)i(助言システムを)僕は， 1958年に

この問題を発見し，まだ解決していないんだ、。」

などと言っている(同，p.251)。

このことは， McCauthyがコンピュータや通

信技術の開発を目指したのではなく，助言シス

テムについて思いを巡らせていたのだというこ

と，そして，そこで欠けている技術の仕様とし

てLISPやTSSが発想されたのだということを

示Lている。 LISPとTSSという現在からすれ

ば全く異なる技術分野のアイデアとその研究が

結びつく理由はここにあると思われる。

(2)パーソナル・ワークステーションの追求

から発想された技術

APTというのは AutomaticallyProgram-

med Toolsの略で，数値制御工作機械の制御用

のテープを作成するためのプログラミング言語

である。この言語を使えば，加工物の幾何学的

形状とその加工手順を記述してやるだけで，工

作機械の工具の詳細な移動経路を創生すること

ができる。いわば，数値制御利用のためのコン

パイラ言語であって，この分野のその後の研究

に極めて大きな影響を与えた[問6的]

APTを提案したのは DouglasT. Rossで，

この人物は文献7の第2章「個人的にみたパ一ソ

ナルワ一クステ一シヨン」の講演者である。

この記事には RossがMIV(Manual Inter-

vension)という割り込み機能を利用して計算機

処理の実行をどうやってマニュアノレで制御でき

るようにしたかが，詳しく述べられている。そ

れは紙テープリー夕、などによるプログラムやデ

ータの入力によるパッチ処理の世界に，いかに

すれば対話的にデータ処理を進めることができ

るかを示したものと理解され，後に，パーソナ

ノレ・ワークステーション(PWS)の概念に発展し

て行く。

数値制御工作機械のプログラミングとPWS

の開発は，私にとっては全く別の分野であり，

同一人が両方に深く関係していることに驚きを

、禁じ得ない。 Rossを私は工作機械の専門家だと

考えて疑ったことがなかったのである。彼が

APT言語を提案した論文の標題は

“Gestalt Programming; A N ew Concept of 

Automatic Programming" (1955) 

となっている。この題名からして，彼が単にあ

る一つのプログラミング言語を提案しようとし

ていたのではないことが理解される。本人の説

明では，ゲシュタルト心理学の定義から説き起

こして i標準的なプログラミング方法は『必要

な行動の特徴を単純かつ明快に表現することに

よって』置き換えるべきだとし w表現自体は実

質的にコンピュータの行動の統一的な単位と結

びついている』と述べている。J (文献7，p.86)

Rossはシステム設計の手法として近年重要

性を増している構造化分析(structured analy-

sis)の提案者でもある[自]。彼は SofTech，Inc.の

会長であるが， SADT (Structured Analysis 
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Design Technique)という図式言語は彼の開発

になるものと思われる。 SofTechが構造化分析

の最も初期の重要な研究の母胎であったこと，

SADTが最近注目を集めている DFD{Data 

Flow Diagram)と極めてよく似ていることな

どがDeMarcoによって指摘されている(文献9，

p.48)。

以上からわかるように， Rossも技術的観点か

らすると全く異なる少なくとも 3つの分野にお

いて重要な仕事をしている。彼は，上記の講演

の中で「この分野に関する記事の大部分はワー

クステーションの性能に主眼を置いているが，

この論文はある意味でそういう潮流とは対立す

るものとなっている。私の真のテーマは~個人

の仕事(PWSのWSではなく， PWの部分)の革

命』ということだ。それこそが真に重要な意味

を持っていたことであり，現在ではその重要性

はさらに増している。」と述べている(文献7，p.

61)。これは具体的には情報処理分野における

「コミュニケーション」が彼のテーマだったと

理解できる。 Rossも情報技術の開発を思考した

のではなく， MIVの場合にはコンピュータと利

用者，数値制御の分野では数値制御工作機械と

加工技術者，情報システム分析では分析技術者

とシステム利用者の，それぞれコミュニケーシ

ョンを課題としたのである。

(3)メタ・メディアの追求からオブジェクト

指向とノート型パソコン

ソフトウエア工学の最近の焦点、のーっと考え

られるオブジェクト指向の考え方は AlanKay 

を中心にして開発された Smalltalk言語によ

って大きな発展がもたらされた。 Smalltalkは

ゼロックス社ノfロアルト研究所の教育研究グル

ープにおける知識の伝達と操作のあらゆる側面

についての研究の中で， Dynabookの構想と開

発の中から生まれた(文献7，p.286)。

ノート型コンビュータを実現する技術は彼ら

の研究成果ではなく，マイクロプロセッサやそ

の利用技術が発展する過程で出てきた。しかし，

Dynabookの概念がパーソナル・メディアとし

てのコンビュータの将来像を示したことの貢献

が大きかったことも確かであろう。

ノート型コンピュータとオブジェクト指向と

いう全く異なる技術分野の発想がなぜ共通の研

究テーマとして結びつくのかというと，その答

えは研究目的にある。彼の研究は「…メディア

としてのコンピュータはほかのいかなるメディ

アにもなりうる。しかも，この新たな『メタ・メ

ディア』は能動的なので(問い合わせや実験に応

答する)，メッセージは学習者を双方向的な会話

に引き込む。これは過去においては，教師とい

うメディア以外では不可能なことだ、った。これ

が意味するところは大きし人を駆り立てずに

はおかない。」という発想で行なわれている(文

献7，p.287)。
メタ・メディアを実現するための適切なヒュ

ーマン・インターフェースとしてオブジェクト

概念が追求され，また，ノート型という形態が

採用されたのである。この場合にも，技術と目

的の逆転現象が見られる。必要は発明の母，と

いうことである。

(4)新聞記事の効率的作成の追求から生まれ

た日本語ワープロ

情報システムにおける日本の貢献の中で日本

語ワープロの発明は特筆に価すると著者は考え

ている。 2バイト文字コード処理などの情報技

術の面でも大きな貢献をしているが，むしろ，

個人の仕事のための情報システム，あるいは専

用目的のコンビュータ・システムとして一つの

典型を析出したからである。

日本語ワープロは1978年のデータ・ショーで

出品されたのが最初である。その生みの親であ

り開発の中心人物であった森健ーによれば，研

究の動機は新聞社の人と雑談していて，新聞記

事の効率的な処理方法(記者が取材して執筆す

るところから印刷するところまで)を開発する

ことの必要'性に気づいたことにあったという。

そのことから研究構想は次の 3点に要約できた
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という。

(1)文章を手で書くより早くタイプできるも

のであること

(2)装置はポータブルにしてどこにでも持ち

運べること

(3)タイプした内容は電話を通じて遠隔伝送

できること

ここには技術に対する仕様が書かれているだけ

であって，技術そのものにはほとんど触れられ

ていない。要するに，実現したいことがあって

その方法についてはなんの見通しもなかった，

ということである [1010

研究が開始された1970年代の初期は，パーソ

ナル・コンピュータも未だ発明されず，もちろ

ん，コンピュータで漢字を処理するのは極めて

特殊なことであった。まして，コンピュータを

利用して文章を書くなどは荒唐無稽な試みとい

って良い時代である。当時，ワープロという言

葉はなかったわけだが，ワープロの概念といっ

て良いものを開発のターゲットとして規定しえ

たところに，日本語ワープロが実現に向かった

出発点がある。このことに注目すべきである。

以上挙げた事例に共通しているのは，技術開

発の動機が技術にはなかったということである。

実現したい目標があり，そのために欠けている，

ないしは，効果的な方法として，新しい技術が

発想されたのである。それは，どういう技術を

開発するか(howto do)，という発想ではなし

どういうことを実現したいか(whatto do)，と

いう発想であると言い替えてもいいであろう。

技術的に実現可能性が高いところまで来ている

分野で本質的に新しい目標を規定することが，

影響力の大きな新技術を生み出すことにつなが

るということであろう。

このような発想はややもすると，既存技術の

利用方法を研究する，いわゆる「応用研究」と混

同される危険があるが，これまでの説明で両者

は全く異なっていることが理解できるであろう。

応用研究は技術の内側から既存技術をどう活用

するかに関する研究であるが，上に述べた研究

はおのおの人文社会的要求を見据えた，技術の

外側からの目標規定から始まっているのである。

3.経営と情報技術

(1)ユーザの立場からの技術の提案

新しい経営手法としてビジネス・プロセス・リ

エンジニアリング(BPR)が注目されている。ま

た， BPRがこのように注目を集める前にはリス

トラクチャリングやコンカレント化がよく話題

にされた。情報技術の高度化と企業経営への普

及が進んだことから，こうした経営改革の手法

の成功にはいずれも新しい情報技術の効果的活

用が鍵になる。

BPRを例に取れば，これはその提唱者たち凶

によって r重大で現代的なパフォーマンスを劇

的に改善するためにビジネス・プロセスを根本

的に考え直し，抜本的にそれをデザ、インしなお

すこと」と定義されている。しかし，このこと

が新しい経営手法としてのBPRの主要な特徴

とは考えられない。むしろ，最近の情報技術(例

えば，高性能のパーソナルコンピュータやその

ソフトウエア，また，インターネットなどにイ吃

表される通信技術)を上手に利用することによ

って上の定義にあるようなことを可能にしよう

とするところに強調点があると考えるべきであ

る[12]。実際，ハマーとチャンピーは次のように

もBPRを定義している。「リエンジニアリング

はイノベーションである。最新の情報技術の力

を利用してまったく新しいゴールに到達しよう

とすることなのである(文献11，p.131)oJ

そこで， BPRを実施する際に最も大きな課題

は，最近の情報技術が個々の企業の経営にどの

ように活用できるのか，を認識することである。

しかし，これは容易ではなく，ハマーとチャン

ピーは「リエンジニアリングの最も困難な部分

は，情報技術のもつ，新しく耳慣れない，これ

までの常識にない能力を認識することである」

(文献11，p.13日 r人々は存在しないものを概
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念化することはできずJ (同， p.134)， i願望も

ニーズも何が可能なのかという認識に左右され

るJ (同，p.135)と述べている。

この困難は情報技術を経営に活用し始めた初

期の頃から同様に存在していたのであり，産業

界首脳が参加した訪米MIS視察団の報告書

(1968)が日本におけるMISブームに火をつけ

たのも，これが当時の情報技術の「これまでの

常識にはなかった能力」を目の当たりに示した

からだといえよう(例えば，文献13，p.160，第2

段落)。しかし，少数のベンダーによる比較的安

定な技術の時代が終わり，情報技術が多様化・高

度化・マルチベンダー化し，しかも，技術進歩(変

化)が高速化した最近の状況では，上述の困難は

ますます増大している。そのことが逆に， BPR 

が企業の競争力を高める手法として注目される

理由でもある。これまでの常識にない新しい能

力がどのようなものであるかについて洞察する

ことの意義が従来以上に高まっているのである。

コンビュータを利用する分野は，定型的なも

のから非定型的なものへ，業務レベルのものか

ら管理的ないし戦略的意思決定の分野へと拡大

してきた。コンピュータの配置も従来の点(集中

型)から面(分散型)に変わってきた。情報技術は

企業Fι織の至る所で多様な目的で使われている。

情報技術者には利用者が真に何を必要としてい

るのかを理解するのはますます難しくなってき

た。非定型的情報処理ないし構造化の不十分な

意思決定をコンピュータ・システムを利用して

支援しようとすると，どのような情報や処理を

どのように支援すればよいかが，支援される当

事者にも前もっては分からないものだと考えら

れている(例えば，文献14)。むしろ，利用者自

身がどう使えばよいかを模索しながら使い込ん

でいくことが求められるようになっている。

大型汎用機全盛の時代は利用者にとって，情

報システムは与件であり，定められた手続きに

従って操作すれば良いもの，あるいは，必要な

出力をどこかに依頼すれば良いものであったが，

今や，与えられた情報(処理)環境の中から利用

者自身が自分の情報システムを切り出さなけれ

ばならないのである。

要約すれば，利用者はその情報処理の目的や

内容に照らして，自分にとっての効果的情報シ

ステムとはどういうものかを明らかにしなけれ

ばならない事態になっているが，利用目的や内

容の高度化，あるいは，情報技術の進歩・普及が

それを従来より困難にしているのである。

前節で挙げた研究はどれも情報技術者が(非

技術的)研究目標を発想したところから始まっ

ている。今後もそうしたことは期待される。し

かし，利用内容が個々の利用者の情報(処理)要

求の支援に移行してきたことからすれば，むし

ろ利用者の側から仕事の支援環境としてどのよ

うな技術が望まれるかという観点から，創造的

な開発目標(逆に言えば，創造的な支援方法や内

容)を提示すべき時代になったと考えられる。

実際，前述の日本語ワープロ開発の例を見れ

ば，ユーザがうまく課題を提示することが独創

的な技術開発に結びつくことを示している。

(2)情報化組織の分析

BPRの主張を待つまでもなく，情報技術の組

織への浸透は仕事のやり方を根底から変える要

因となり，また，それを可能にする。そのこと

は同時に組織構造，意思決定手続き，分業のあ

り方，従業員教育など、広範囲に影響を及ぼす

ことを意味する。こうした影響を及ぽす機構が

従来のように集中化されるのではなく，組織の

隅々にまで分散されるのが最近の情報システム

のありようである。個々の従業員の仕事の変化

というミクロな影響の集積として，組織に本質

的ともいえる変化をもたらすのである。

どんな影響が出たかを知るだけで良ければ，

将来の適当な時期に，起こった結果を観察すれ

ば十分である。しかし，企業が情報技術を効果

的に使う，あるいは，効果的な技術とはどうい

うものかを明らかにするには，どのような影響

が出るかを予測できることが必要である。その

ためには少しでも先進的な事例を，少しでも深
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いレベルの理解に基づいて分析することが望ま

しい。

問題は，そのような研究のフィールドをどこ

に得られるかである。

4.大学の情報化を事例として活用すること

(1)学術活動支援情報システム (ISAACS)研究

利用者の立場から情報技術の開発目標を検討

したり，あるいは，組織に対する情報技術の影

響を分析するような研究を志向するには，対象

とする情報処理の内容や環境の実際についての

理解の深さが決定的に重要である。大学所属の

研究者が対象として企業を選ぴ，その協力を仰

ぐという伝統的な方法が考えられるが，研究対

象とする情報処理の内容や環境について十分に

理解できるほどにその企業に密着することは，

容易ではないであろう。

著者が提案するのは，大学関係者であればそ

のようなフィーJレドとして最も身近なのが学術

活動の場だということである。大学の紅識は企

業組織とその目的も文化も大きく異なるから，

大学を対象とした検討結果をストレートに企業

に適用することは必ずしも適切とはいえないで

あろう。しかし，大学における情報処理の次の

ような特徴は，企業における情報処理でも今後

強まるであろう。

・トランザクションではなく個人あるいはグル

ープ単位での情報処理である

-情報処理は業務的というよりは非定型的，あ

るいは知的で、ある

・データベースや通信に依存した情報集約型の

仕事である

しかも，最近の情報技術の特徴と考えられるオ

ープン化，ネットワーク化，分散化などはむし

ろ大学が先行して進んでいる。

第 2節でとりあげた事例を見ても，開発され

た技術はむしろその直接的開発目的を越えて広

い分野でその価値を発揮している。大学におけ

る情報活動に関する研究が企業にも大いに役立

つ可能性は高いといえよう。

そこで，大学における学術研究教育者にとっ

てPWあるいはGW(GroupWork)を改革する

にはどの様な情報技術や情報システムが望まし

いかを検討することで，多くの有益な知見を得

ることが可能だと思われる。その様な情報技術

や情報システムの研究を当面，-学術活動支援情

報システム (Information System for Aca-

demic Activity Support， ISAACS)の研究」と

名付けておく。

(2) 1つの研究活動モデル

研究活動を支援するシステムを考えるには研

究活動のモデルを構築する必要がある。学術研

究に限るなら，次のようにモデル化することも

可能である。

図 l 学術研究活動モデル

研究者はその専門分野におけるある研究課題

を持っている。この研究課題は極めて明確にな

っている場合もあろうし，研究の進行とともに

明確化される暖昧なものかも知れない。いずれ

にしろ研究者はその課題に関連する問題やそれ

らの問題に対する既存の研究成果を活用し，そ

れらの知識を渉猟する聞に発見したり，教育や

経験を通して身につけた研究上のノウハウ(研

究方法)に基づいて研究を進める。調査に足る関

連問題や有益な既存の研究成果を判定するにも

研究上のノウハウを利用するかも知れない。そ

うした複雑な知的活動が成功的であった時に，

新しい研究成果が生まれる。

ISAACSとしては，このモデルでは十分には

表現されていない知的作業ないし'情報処理を支

援するものや，このモデルにある様々な情報な

いし知識を支援するもの等を考えることができ
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る。

インフラとして整備された通信網と通信機能

(メールや掲示板など)を教育や研究にどう使う

かに答えを出すには，どの様な目的にどの様な

ローカル機能，センター機能，通信機能l12]を組

み合わせたらよいか，どの様な統合ソフトが必

要なのか，マルチメディアやオブジェクト指向

技術をどう活用するかなど，様々な検討課題が

ある。次項ではISAACSの研究と企業情報化の

関連を見るために，ある情報支援システムをと

りあげる。

(3)一次学術情報の支援

学術情報の支援は文献情報データベースによ

るものが一般的であるが，そこでは二次情報を

検索し，それに基づいて文献(一次情報)を取り

寄せ，文献に記述された問題領域や学術成果

(academic contribution)は本文やアブストラ

クトから情報の利用者が抽出することとなって

いる。研究者にとって多数の関連文献から真に

関連する学術成果を抽出することは高度の専門

知識を必要とする時間浪費的な作業である。そ

の様なことをできることが専門家の証といえる

かも知れない。研究者の専門分野とは，関連す

る問題分野と学術成果に関する知識，研究方法

などがその頭脳に構造化して組み込まれている

分野といえよう。

関連問題，学術成果，関連する研究方法を情

報として検索可能な形で持っている情報ベース

ないし知識データベースを考える。学術成果と

して真に研究課題に関連ある文献だけを示して

くれるだけでも相当の便利さであるが，さらに

一歩立ち入って，関連文献に記述されている具

体的な成果(例えば，定理とか結論)を直接知る

ことができれば一層効果的と思われる。

こうした観点から，著者はある研究開発支援

情報システムを試作した11510 これは基本的には

著者の研究体験から発想したシステムであるが，

最近，企業でも利用できることを目指した，同

様の情報支援システム(ないし，データベース)

の構築が提案されている [16] [1η。大学における

支援要求と企業における支援要求に強い類似性

のあることを示す一例と考える。

上記の試作システムの開発では，利用者サイ

ドからの研究アプローチが一般に，技術分野か

らすれば学際的なものであることを反映して多

様な側面があった。例えば，このシステムは事

例ベースの知識システムと見ることができる。

ただし，現状では自動推論機能はなしそれは

研究者の仕事とされている。あるいは，このシ

ステムをCAIのシステムと見ることもできる。

情報の内容や記述の難易度を下げれることで教

育にも使えるからである。このシステムは，マ

ルチメディア・システムを志向する。なぜなら

ば，情報は定型的なデータ，数式まじりの文章，

説明図，など多様な形式を持つからである。さ

らに，情報入力や検索方法などヒューマンイン

ターフェースについても検討すべき様々な側面

を持っている。

(4)組織への影響の検討

情報化が進むと企業組織は現在の大学の組織

やオーケストラの組織との類似性を高めるとの

議論がある(文献18，第14章)。そのような類似性

が実際にどの程度まで進むのかは分からないが，

現にそうした傾向が見られることは確かであ

る1九大学の研究組織への情報技術の影響を分

析することが，企業組織への影響を研究する際

に(控えめにいって)多少とも有益であろうと期

待できる。そうした研究が行われることを期待

する意味で，以下では，情報技術の影響と思わ

れる現象を筆者の経験の中から2，3を挙げるこ

とにする。

・電子掲示板での私的検討会:どの様な組織に

も多くの委員会が作られる。委員会の委員は

その付託される課題を検討するのにふさわし

い組織上の地位にある人が選ばれる。課題に

関する見識を持つ人が地理的にも組織的にも

距離のある位置にいて，委員には選ばれない

可能性がある。そのような人の一部は委員に
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なっていたとしても，すべてが委員になるこ

とはまずあるまい。とすると，委員会の扱う

課題が組織にとって重要であればあるほど，

そうした課題についてネットワーク上の電子

掲示板などで話題にされる可能性が高くなる。

見識を持った人が気楽に意見交換するだけに，

委員会にとっても有益な情報がここに現れる

であろう。しかし，責任ある立場としての発

言ではないから個人的な興味に偏る危険も高

い。このとき，もし何人かの委員がこの議論

に参加した場合，委員会はどのような位置づ

けになるのであろう。逆に，一人も参加しな

かったとき，委員会は本当に衆知を集めたこ

とになるであろうか。ネットワークは従来と

は異なる情報交換のノレートを与えるので，従

来とは異なる意思決定手続きを工夫すること

が必要になるかもしれない。

・ネットワーク情報圏:多くの学会や研究者組

織ではネットワーク経由の通信手段を利用す

るようになった。ネットワークを通した情報

交流の特性の中で非同時性(発信と受信が同

期しなくても良い)，同報性(一人に対するのと

変わらないコストで多数に対して通信でき

る)は特筆に値する。電子メールや電子掲示板

のような方法を利用することで個人の発信情

報を公的情報と同様に組織内に配布できるの

である。そのネットワークがカバーする範囲

が地球規模であれば， (自身で操作できるとい

う意味で)個人的な地球規模の通信ノレートを

持つことを意味する。ネットワークへの参加

者は皆平等であり，ネットワーク化された情

報には地域格差がない。筆者にとっては従来

であれば関東・関西圏の研究者の聞にしか流

通していなかったと思われる学会や会員の動

静に関する様々な情報を得ることが出来るよ

うになった点は大きな改善になっている。ネ

ットワーク上のこの様な情報を活用するため

のスキルは研究者にとって必須になりつつあ

る。経営組織の中でも同様の傾向が強まると

考えられる。組織の中でこのようなネットワ

ーク情報圏をどのように仕切り，どのような

情報を流すかは，極めて戦略的な課題となり

うる。また，どのようなネットワーク情報圏

が出来やすいかという分析も重要であろう 0

・ワープロの利用と作業の拡大:ワープロが使

えるようになったことで，仕事のやり方がず

いぶん変わった。文書を書くとなると全く便

利である。しかし，一方で漢字を読めるが書

けなくなり，しかも，自分では書いたことも

ない漢字でも表示されたリストから選択して

使うので，意味にあった正しい漢字を使って

いるか自信がなかったりする。また，暗算が

遅くなり，字が下手になる。何よりも従来な

ら部下や専門家に任せることができた，発表

のスライドづくりや文章の細部検討まで自分

でやらなければならなくなる。はては，ワー

プロ原稿がそのまま活版印刷されるので，活

字の選択や書式の勉強までしなければならな

い。情報技術の導入は本来の仕事に必要なス

キルの内容を変化させるとともに，分業のあ

り方にまで影響を与える。また，どのような

情報処理環境を持っかによって，仕事の能率

ばかりでなく質にも違いが出てくる。事務所

が技術に依存する度合いが高くなり，しかも，

技術の変化が激しいとすれば，こうした変化

への適応のメカニズムはどのようなものにす

べきであろうか? また，分業の新しいあり

方はどういうものであろうか?

5. まとめにかえて

一情報システム研究方法上の課題一

本稿では，企業の情報化に関する研究におい

て，情報技術の適用対象となる業務や情報技術

の能力に対する具体的で深い理解の必要性が高

まっていること，そのような必要を部分的にで

も満たす一方法として，大学における情報技術

の活用を研究テーマとするのが有効で、あること

を主張した。

しかし，ここで挙げた研究では(利用者も含
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む)広い意味での情報システムの分析・設計が主

題になりやすい。ところが，一般に情報システ

ムの研究は学術論文を書きにくいという，研究

推進上の困難があると考えられている。苦労の

割には論文の数を稼げないし，評価もあまり高

くないというのが相場である。それはなぜか，

どうすればこの困難を和らげることができるか

を不十分なりとも検討してみる。

(1)設計成果は学術論文になりうるか

情報システムの研究に関する研究論文は簡単

に仕様を説明し，大部分をその仕様を満たすシ

ステムの設計・開発と評価に費やすということ

になり易い。しかし 1つの設計案は多くの可

能性の中の 1つにすぎないから，単なる事例と

なってしまう。設計案が研究的なものを含んで

いるとすれば，それはそこに含まれる新しいア

ーキテクチャ，新しいメソドロジー，新しいメ

ソッド，それらを生み出した新しい概念などで

あろう。これらのことを，いかに些細であって

も他の研究との比較の上で十分説得的に述べる

必要がある。それが可能な論文の記述法を工夫

する必要がある。その場合，人文社会科学的な

視点からの記述が要請されるであろう。設計案

はそうした研究成果の応用例の 1っと考えるべ

きであろう。

(2) システム開発の過大な負荷を減らせるか

システム開発は，それが実用を目指すのでは

ない限り，研究成果の有効性を検証するための

実験の一部である。システムの開発に際して実

用システムとするのか，実験システムとするの

かを明確に区別することで(開発の狙いを明確

にしておくことで)，システム開発における過大

な負荷を防止できる。

また，情報システムの設計案が設計仕様を満

たすか否かの判定は論理的な思考実験で行える

部分が大きいことに注意すべきである。論理的

にできるかどうかの検証と実用的にできるかど

うかの検証とは異なる部分が多い。

(3)情報システム研究の主要成果は何か

設計仕様は情報システム研究の主要成果の l

つである。このことをRossは「それが動くこと

ではなしなぜそれが働くかを述べよ」と表現

している[日]。それは言語の文法やシステムの操

作マニュアルではなく，設計理念ならびにその

理念が重要な理由を述べることの重要性の指摘

である。

例えば，彼は前掲のAPTの報告書の題目を決

定するに際して，初めは

"[The] Gestalt [System of] Programming: A 

New concept of Automatic Programming" 

であったものを[]の中を省略することで rこ

の論文は新しいタイプの自動プログラミングの

一般的な概念を扱っているという意味になった

(中略)もとのままだ、ったら(中略)この名前のシ

ステムを構成する特定のプログラム群に関する

ものになってしまっただろう。」と述べている [710

勿論，主題が一般的な概念を扱っているという

ことに合わせて本文も修正している。

設計仕様は人文社会的な検討を強く反映すべ

きものである。このことは情報システムの研究

には人文社会科学の研究分野との重要な境界領

域があることを示している。
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